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                           令和８年２月２４日  

   都道府県･指定都市・中核市 

   地域福祉・社会福祉主管部（局）    

   高齢者・健康福祉主管部（局）   長 殿 

    児 童 相 談 所 主 管 部（局） 

 女性支援事業担当部 （局） 

 

                                                 国立保健医療科学院長 

（  公  印  省  略  ） 

 

令和８年度「医療福祉に関する分野」の研修の実施について 

 

 令和８年度「医療福祉に関する分野」の研修について、下記のとおり実施しますので、貴管内の関係機関等へ周

知の上、受講者の派遣について御配慮をお願いします。 

  

受講申込みに係る事前書類や詳細情報については、本院ホームページの研修案内から御確認ください。 

 また、受講申込みに当たっては、各主管部局においてお取りまとめいただくとともに提出期限を厳守されるよう 

併せてお願いします。 

                         記 

研  修  名  ・  研 修 期 間 受講申込書類の提出期限（必着） 開催方法 

１ 都道府県・指定都市・中核市指導監督中堅職員研修 

① 社会福祉法人・老人福祉施設担当  

      研修期間：令和８年６月１日（月）～６月３日（水） 
令和８年 

４月１０日（金） 

オンライン研修

（Zoom） 
② 社会福祉法人・障害者福祉施設担当  

      研修期間：令和８年６月１日（月）、２日（火）、４日（木） 

③ 社会福祉法人・児童福祉施設担当 

研修期間：令和８年６月１日（月）、２日（火）、５日（金） 

２ ユニットケアに関する研修（施設整備・サービスマネジメント） 

研修期間： 

【施設整備コース】令和８年６月２９日（月）～３０日（火） 

【サービスマネジメントコース】令和８年６月２９日（月）、７月１日（水） 

５月 ８日（金） 
オンライン研修

（Zoom） 

３ 福祉事務所長研修  

       研修期間：令和８年７月２２日（水）～７月２４日（金） 
５月２２日（金） 

オンライン研修

（Zoom） 

４ 生活保護における３つの自立支援とその推進に向けた研修 

研修期間：令和８年１０月７日（水）～１０月９日（金） 
７月２１日（火） 集合研修 

５ 児童相談所の連携機能強化に向けた中堅職員研修 

研修期間：令和８年１１月１０日（火）～１１月１２日（木） 
８月１７日（月） 集合研修 

６ 児童虐待防止研修 

研修期間：令和８年１１月１０日（火）～１１月１３日（金） ８月２１日（金） 集合研修 

７ 女性相談支援従事者研修（管理職） 

研修期間：令和８年１１月２５日（水）～１１月２７日（金） 
９月１１日（金） 集合研修 

８ 女性相談支援従事者研修（心理職） 

研修期間：令和８年１１月１９日（木）～２０日（金） 
９月１１日（金） 集合研修 



 

 

９ 介護保険における保険者機能強化支援のための都道府県職員研修 

研修期間：令和８年１０月１９日（月）～１０月２０日（火） 
６月 ５日（金） 

オンライン研修

（Zoom） 

１０ 介護保険における生活支援体制整備推進のための研修 

    研修期間：令和８年１０月２１日（水）～２３日（金） 
６月 ５日（金） 

オンライン研修

（Zoom） 

１１ 医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修 

（第１回）研修期間：令和８年６月１５日（月）～６月１７日（水） 
４月２０日（月） オンライン研修 

（Zoom） 
（第２回）研修期間：令和８年１１月１６日（月）～１１月１８日（水） ９月 ３日（木） 

 

【参考】 

 今回の送付先については以下のとおりです。 

○指導監督職員研修（老人、障害者、児童） 

○福祉事務所長研修 

○生活保護における３つの自立支援とその推進に向けた研修 

→都道府県・指定都市・中核市の地域福祉担当課へ（129自治体 170箇所）］ 

 

○ユニットケアに関する研修 

→都道府県・指定都市・中核市の高齢者福祉主管課へ（129自治体） 

 

○児童相談所の連携機能強化に向けた中堅職員研修 

○児童虐待防止研修 

 →都道府県・指定都市・中核市の児童相談所主管課へ（129自治体） 

 

○女性相談支援従事者研修（管理職） 

〇女性相談支援従事者研修（心理職） 

→都道府県の女性支援事業担当課へ（47都道府県） 

 

○介護保険における保険者機能強化支援のための都道府県職員研修 

○介護保険における生活支援体制整備推進のための研修 

→都道府県の高齢者福祉主管課へ（67自治体） 

 

○医療ソーシャルワーカーリーダーシップ研修 

→都道府県の健康福祉部主管課へ（47都道府県） 

 

・関係各課への周知徹底のお願い 

都道府県等において、各研修の担当課が複数にわたっている場合は、各研修に係る実施計画の周知徹底を図る

よう、本要領を関係所管課及び福祉事務所・児童相談所・女性相談支援センター・社会福祉関連施設等へお知ら

せください。 

 

 

送付中止・送付先変更の場合は kensyu.info@niph.go.jpまでご連絡をお願いいたします。 


